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世界標準の

消費税

連載

ポストインボイス制度の消費税はどうあるべ
きか。インボイス制度も導入され，消費税制度
はこれでひと段落かというとそうではない。イ
ンボイス制度は確かに重要な制度ではあるもの
の，当初からあるべきものが，30年後に入った
に過ぎない。むしろ，政治，文化的背景などさ
まざまな理由によって埃をかぶっている消費税
を経済の国際化に適合した制度にすることが重
要である。取引に対する課税である以上，取引
形態ひいては経済実態の変化に伴って税制が変
化しなければならない宿命にある。

世界標準の消費税とは何かについて答えがあ
るとするならば，これからなすべきことは，越
境取引に対する課税強化と悪用されない制度づ
くりである。

1 越境取引に対する課税強化

越境取引に対する課税強化でやらなければい
けないことは多くある。プラットフォーム課税
の導入，事業者向け電気通信利用役務の定義の
見直し，少額資産の輸入免税制度の廃止，役務
の輸入と輸出の適正課税である。以下にその根
拠を述べる。

2 プラットフォーム課税の導入

モバイルアプリの市場規模はすさまじい勢い
で拡大している。モバイルアプリの市場規模は
電気通信利用役務の特例の導入当時（2015年）
は68億 ド ル（9,316億 円）で あ っ た と こ ろ，

2024年には387億ドル（５兆3,019億円）にまで
拡大すると予想されている（注１）。その中心と
なるのがオンラインゲームである。Apple，
Google等プラットフォームを経由するデジタル
財の販売にはプラットフォーム事業者自身が販
売するいわゆるバイセル方式と，プラットフォ
ーム事業者は取引の仲介を行うのみのエージェ
ント方式がある。このエージェント方式で販売
されるコンテンツの代表例がオンラインゲーム
である。オンラインゲーム市場は１兆6,780億
円（2022年）（注２）であり，消費税の納税義務
はエージェントであるプラットフォームではな
く，消費者にゲームを販売するデベロッパーに
課されているが，デベロッパーの多くは国外事
業者であり，執行上の課題がある。

執行上の課題とは，①納税義務者の捕捉が困
難であること，②調査等が困難であること，③
国内に特段の資産を有していない場合，徴収が
困難であることである。諸外国の課税庁も零細
な国外事業者からのVATの徴収に苦慮してい
た過去があり，結果としてエージェントとして
介在するプラットフォーム事業者に納税させる
制度を導入している。消費税制度においても，
プラットフォーム課税を導入し，決済関与の有
無にかかわらず，出店者から消費税を徴収して
納付することを求めるべきである。

プラットフォーム課税の先にある課題として
は，世界的に進む決済手段の自由化がある。
Amazonで購入したからといってAmazonで決
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済する時代は終わり，他の決済サービス事業者
が選択できるようになる。プラットフォーム課
税に決済関与を条件にしてしまうと，決済に関
与しないプラットフォーム運営事業者は消費税
の納付義務から外れ，プラットフォーム課税が
形骸化するおそれがある。

決済事業者に納税義務を負わせる考え方もあ
る。いわゆるsplit payment方式と呼ばれる，
決済事業者からの税額の直接納付である。split 
paymentとは通常分割払いを意味するようだ
が，このコンテクストでは本体価格と税を分割
して前者を事業者に，後者を課税庁に送金させ
るメカニズムである。今度は決済事業者をどう
巻き込むかが重要となる。

すでにプラットフォーム課税を導入している
欧 州 で は，決 済 事 業 者 の 報 告 義 務 で あ る
CESOPが2024年１月から導入される。プラッ
トフォームを介さない免税取引の把握を目的と
する。決済事業者に決済利用者が行う取引に関
す る 情 報 の 保 持 を 求 め て 報 告 義 務 を 課 す
CESOPは，split payment導入の前哨戦だと個
人的には思っている。プラットフォーム課税の
導入と併せて，決済事業者が消費税の徴収に果
たす役割の世界的動向には，この先注視してい
かなければならない。

3 事業者向け電気通信利用役務の定義の
見直し

オンライン広告市場の規模は，２兆1,571億
円（2022年）（注３）といわれインターネット市
場におけるデジタルサービスの中でも突出して
いる。消費税法上，オンライン広告はその性質
から事業用であるとして，事業者向け電気通信
利用役務に分類されている（消基通５−８−４）。

日本では国外事業者が提供する事業者向け電
気通信利用役務は不課税とされ，対応する特定
仕入れが課税となる（消法２①八の四，４①）。
事業者向けかどうかの判定は，諸外国では受益
者の属性で決まるが，日本では役務の性質によ

る判断を認めている。インボイス方式導入後
は，適格請求書発行事業者番号で実施し，現在
の定義から，事業の性質による判定を削除すべ
きである。

その理由は，特定仕入れの課税が形骸化して
いることにある。結果として国外事業者のオン
ライン広告売上の大半を不課税とする効果のみ
をもたらし，国内事業者との課税の公平性が失
われている。特定仕入れ制度の基礎となった，
リバースチャージの制度は，納税債務が受益者
に移転し，受益者の属性に応じて仕入れ税額と
相殺される制度である。したがって，460万者
といわれる免税事業者が，特定課税仕入れにつ
き納税義務を免除されており（消法９①），課
税事業者の４割弱，110万者といわれる簡易課
税制度適用事業者においても特定課税仕入れは
なかったものとされている（平成27年改正附則
44②）現状では，課税権が放棄されているに等
しい。つまり，現在の制度では，国外事業者が
提供するオンライン広告売上の75％（（460＋
110）／760）は課税されていないのが現実であ
る。これに対して，国内事業者が提供するオン
ライン広告は課税されており，課税の不公平が
生じている。現在の制度は，国内事業者が課税
する中，巨大プラットフォームにオンライン広
告の不課税での販売を認めているのであるから
国外事業者の利得にしかならない。

さらに，現在の制度では課税売上割合が95％
以上の受益者の特定課税仕入れもなかったもの
とされている（平成27年改正附則42）。つまり，
課税売上割合が低い一握りの事業者を除いて，
大半の課税事業者が申告義務を課されていない
ため，本来あるべき特定課税仕入れの総額が把
握できていない。適格請求書発行事業者にはそ
の課税売上割合にかかわらず特定課税仕入れの
申告義務を課しその規模を把握することが必要
である。

筆者は，この改正は課税の公平性に資するだ
けでなく，税収にもインパクトがあると予想し
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ている。これまでの消費税制度は，各事業者の
経済活動規模に応じて，一般課税事業者，簡易
課税事業者，免税事業者といういわば経済的重
要性の格付けがあることが前提となっている。
しかし，プラットフォーム経済の発展により，
個々の事業者の売上規模に応じた格付けが意味
をなさなくなっている。プラットフォーム課税
の本当の課題はこの格付けが根底から覆され，
集団としての免税事業者が経済的に無視し得な
い存在になっているという点にある。小さな魚
が集団となって大きな魚を追い払う絵本である
スイミーを思い出してほしい。購入者としての
免税事業者と簡易課税適用事業者が特定課税仕
入れを課税していないことについて，経済的重
要性がないと決めつけることはできないのでは
ないだろうか。プラットフォームに支えられた
ギグワークの供給者を免税事業者の集団だから
として課税の外側に置き続けるのは，販売側に
立つ免税事業者の集団としての経済規模を看過
している。後者の点については，すでに欧州で
ウーバーの進出によりタクシードライバーが苦
境に立たされていることからも証明されている。
特定課税仕入れを亡き者にする制度は，その数
値的検証を困難にしている。

事業者向け電気通信利用役務の定義から性質
による判定を削除して，契約の締結に際して適
格請求書発行事業者番号を確認した場合のみを
事業者向け電気通信利用役務とし，それ以外の
役務の提供は消費者向け電気通信利用役務とし
て，消費税の納税義務を国外事業者であるオン
ライン広告サービス提供者に負わせるべきであ
る。また，「当分の間」を付した上記「簡易課
税制度適用事業者」及び「課税売上割合が95％
以上の受益者」の２つの特例を廃止し，免税事
業者以外の全ての事業者に特定課税仕入れの課
税（又は報告）を求めるべきである。

4 少額資産の輸入免税制度の廃止

越境ECに目を向けると，コロナ禍以降イン

ターネット取引はあらゆる世代の消費者でその
割合が増加しており，物販系ECの市場規模は
13.3兆円（2021年），物販系EC化比率は8.8％に
上る（注４）。その一部は海外から発送されてお
り，これは航空貨物による輸入件数の激増によ
り数値的にも証明されている。航空貨物の輸入
件数は2019年の4,212万件から2022年の10,028万
件へと2.3倍に増加している（注５）。越境ECの拡
大により，SP貨物と呼ばれる小口急送貨物が
急増，航空貨物の輸入件数のほとんどがこの小
口急送貨物である。税関が徴収する輸入消費税
は11.7兆円（2022年）に上り，関税の徴収額（1.0
兆円）をはるかに凌駕する。消費税収の総額，
23兆円に比較しても，決して小さい金額ではな
い。

卸売価格に課税価格が修正されるため（関税
定率法４の６②），消費者に対する販売のコン
サインメントの単価を16,666円以下に収めれば
通関の手間が増えることなく少額資産の輸入免
税制度が利用できる（関税定率法14十八，輸入
品に対する内国消費税の徴収等に関する法律13
①一）。小口急送貨物による消費者輸入にはマ
ニフェスト通関と呼ばれる制度があり，小口急
送貨物の一括通関が可能であるから，通関事務
もそこまで増えることなく個別消費者名義での
輸入が可能となっている。輸入付加価値税の課
税は外国から輸入される資産が国内市場で販売
される際の価格の公平性の実現を目的としてお
り，課税の公平性に反するこのような制度は廃
止すべきである。

また，島国ニッポンにとって，輸入消費税は
税収面でも生命線である。EU並びに英国では
2021年にこの少額資産の輸入免税制度を廃止し
ている。税関における審査対象とすべき貨物が
激増することから，廃止には税関事務の効率化
が必要となる。これにも限界があるので，諸外
国は，小口貨物の販売者である国外事業者に登
録を義務付け，登録番号を提示させることによ
り，輸入付加価値税を免除し，輸入付加価値税
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に代えて国内付加価値税を納付する制度を導入
し始めている。日本でも少額資産の輸入免税制
度の廃止と併せて，導入を検討すべきである。

5 役務の輸入と輸出の適正課税

より一般的な話として，消費税法の建付けと
して，役務の提供地が明らかでない場合，役務
提供者の役務の提供に係る事務所等の所在地と
されている（消令６②六）。2015年の電気通信
利用役務の特例によりこの分野にはデスティネ
ーションプリンシプル（destination principle）
が導入されている。「事務所等」とは何かが不明
確であるが，オフショアから提供する役務は不
課税になりやすい。他方で，国内事業者が非居
住者に対して提供する役務は原則として輸出免
税となる。非居住者に対する役務の提供も，国
内に所在する資産に係る運送及び保管，国内に
おける飲食及び宿泊，これらに準ずるもので国
内において直接便益を享受するものに対する輸
出免税の適用を制限した規定（消令17②七）が
日本版のplace of effective use and enjoyment 
ruleとなっている。

これらの規定を適切に執行していく必要があ
る。役務の輸入に対する課税制度である特定仕
入れは前述のようにしっかりと課税されるべき
であり，役務の輸出に当たる輸出免税の範囲は
精査されなければならない。免税取引は消費税
制度のアキレス腱であり，特に役務の輸出は財
貨の輸出と異なり税関でのコントロールができ
ないのであるから，免税となるべき役務かどう
かを調査等で確認することが重要である。

6 悪用されない制度づくり

国の令和５（2023）年度予算の税収総額は
69.4兆円であり，消費税はその３分の１を稼ぐ
基幹税である（注６）。にもかかわらず，国民の
約40％が消費税を廃止するとか，税率を引き下
げるべきといったことを考えており（注７），こ
れに迎合して非現実的な政策を唱える政治家に

は投票すべきではない。
消費税は，法人税に比べると足の早い税金で

ある。まず，取引税なので，確定決算を待たず
取引単位で課税が行われる。諸外国では課税期
間が長くても四半期，月次のところが多い。日
本の消費税制度は，原則的な課税期間が年次と
なっている。課税期間が短ければそのタイミン
グで還付を受けて消えることができるので，悪
用されやすい。その点で，日本の消費税制度は
諸外国と比べて悪用されにくい制度となってい
る。

しかしながら，消費税の最大の課題は，益税
である。益税というと，中小事業者が表示して
いる納付されない消費税のイメージがあるが，
取引の一方が徴収した消費税を納付せず，他方
が仕入税額控除による還付を受けられる制度
は，合法的に国庫から資金を流出させる手段と
なり，欧州のカルーセル取引と同様に悪用され
うるという点にある。インボイス制度導入の真
価は，このような濫用が2029年10月からはでき
なくなるということにある。

この制度の濫用を広げているのが，義務的に
課税事業者となるための判定を行う基準期間が
２事業年前であり，２年間は原則として免税事
業者でありうるという仕組みにある。国内でも
濫用スキームが横行したため，組織再編特例，
特定新規設立法人等の世界有数の複雑な制度が
導入されている。このタイムラグを短くするた
めに前事業年度開始の日以降６か月を特定期間
として特定期間における課税売上高を基準とす
る改正も行われたが，残念なことに国内で支払
われた給与等を課税売上げに代えることができ
る規定（消法９の２③）が併せて導入されてし
まったため，国内で人を雇わないインバウンド
企業にとってはこの規定がセーフハーバーとな
っている。このタイミングのズレだけでなく，
基準期間における消費税法上の課税売上げを判
定基準としていることから国外での売上げはカ
ウントされず，世界的な大企業であっても日本
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国内で課税売上げがなければ免税事業者とな
り，中小企業の納税事務負担に対する配慮とい
う制度趣旨とは全く異なる効果をもたらしてい
る。

濫用事例として，２年ごとに事業のプリンシ
パルを変えることにより繰り返し免税事業者と
なり，納付されるべき消費税が納付されないと
いうことが国内でも取りざたされているが，複
数の事業者がグルになると国庫から資金を引き
出すスキームとなる。グループ会社間で免税事
業者とこれを仕入れる法人というストラクチャ
ーを組めば取引を回せば回すほど国庫から還付
が受けられるスキームとなり，欧州ではびこっ
ているカルーセル取引と同様の効果が合法的に
得られるというひどい結果となる。免税事業者
＝missing traderである。

さらには，欧州の例を見ると，国際的なサプ
ライチェーンに複数の国内の免税事業者を介在
させれば複数のmissing traderを関与させるこ
とができ，複数回にわたり税を詐取することが
できる。サプライチェーンに善意の第三者を介
在させることにより，捜査の眼をくらませ，あ
わよくば捜査の鎖を断ち切ることができる。カ
ルーセル取引は，取引実態を伴うのが特徴であ
る。そのために携帯電話など高額，軽量な資産
が取引に使われる。さらには日本の消費税法は
無形資産を資産の譲渡に含めている。国内で登
録された無形資産を次々転売すれば超高額の資
産の譲渡が生まれる。
「執行できないから制度を作らない」ではなく
悪用されない制度を作るということが，犯罪も
国際化する社会においては必要となる。

7 おわりに

「世界標準の消費税」とは何か。越境ECの隆
盛，サプライチェーンの国際化，経済のグロー
バル化を理解し，日本国内での取引，日本の納
税義務者，日本の常識を前提とした消費税制を
越境取引，国外の納税義務者，日本の常識を前
提としない制度に改めることが，世界標準の消
費税，ポストインボイス制度の課題である。消
費税のアキレス腱は免税取引，生命線は輸入に
対する課税である。インバウンド企業の日本市
場における活動と消費税収に及ぼす影響を踏ま
えた消費税の政策提言が必要である。23兆円の
消費税収をどう守るかを考え始めなければなら
ない。� （終）

（注１）　財務省「国境を越えたデジタルサービス
に対する消費税のあり方について」（2023年11月）

（注２）　一般社団法人デジタルコンテンツ協会「デ
ジタルコンテンツ白書2022」

（注３）　株式会社電通「2022年日本の広告費」（2023
年２月24日）

（注４）　経済産業省「令和３年度デジタル取引環
境整備事業　令和３年度電子商取引に関する市
場調査」（2022年８月）

（注５）　財務省関税局「最近の関税政策と税関行
政を巡る状況」（2023年10月５日）

（注６）　財務省「令和５年度予算政府案」
（注７）　東京財団政策研究所「財政問題について

経済学者と国民の意識はどう乖離するのか『経
済学者及び国民全般を対象とした経済・財政に
ついてのアンケート調査』の紹介」（2023年５月）
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